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2023年度上期の収入保険料 

に占める外貨建ての比率を見 

ると、例えば一時払い終身保 

険では、集計先全体で前期の 

80％から77％へと若干低下し 

ているものの、引き続き外貨 

建て保険の販売が多い。金融庁では、販売実績や

苦情に照らして留意すべき高リスク金融商品とし

て、仕組み債や外貨建て一時払い保険等を挙げ、

その販売・管理態勢について重点的にモニタリン

グを行うとしている。 

こうした中、外貨建て保険の販売において、経

営陣や本部が留意すべき点としては、業績評価の

改定による営業現場の行動変化、すなわち販売商 

品の過度な偏りを誘引していないか、ＰＤＣＡ

を回していくことだろう。 

業績評価体系は経営陣から営業現場へのメッ

セージであると考えられ、金融庁では外貨建て

保険の業績評価方法に関して、以前より問題視

してきた経緯にあり、販売結果に対する経営陣

の説明責任が従来以上に求められると思われる。 

また、販売現場では、外貨建て金利の上昇に

より、為替変動へのバッファーが拡大（円高時

の損益分岐点の低下）しており、以前に比べれ

ば魅力が高まっているとは思うが、資金が固定

化される商品なので運用期間等の資金の性格な

ども考え、相対的に有利なのか、契約時の他の

運用商品との比較が重要である。 

また、保険に係る苦情が契約後相当程度の期

間が経過して発生しているものが大宗であると

のことにて、保険加入目的などの定期的な確認

を含むフォローアップにも配慮する必要があろ

う。 

業績評価体系は 

経営陣から営業現場へのメッセージ 

 

 


